様式第１
番　　　号

年　月　日

一般財団法人　新エネルギー財団
会長　　　　　　　　　　殿

住　　　所　　　　　　　　　　　　　

申請者　名　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者等名　　　　　　　　　　　　　
令和　年度中小水力発電自治体主導型案件創出調査等支援事業費補助金交付申請書
中小水力発電自治体主導型案件創出調査等支援事業費補助金交付規程第5条第1項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１．補助事業の名称
○○○発電所事業性評価調査事業
２．補助事業の目的及び内容　（注）簡潔に記載すること。
（１）事業目的
（２）事業内容
３．補助事業の実施計画
実施計画書のとおり。
４．補助金交付申請額

（１）補助事業に要する経費　　○○,○○○,○○○円
（２）補助対象経費　　　　　　○○,○○○,○○○円
（３）補助金交付申請額　　　　○○,○○○,○○○円
（注）上記各欄の金額は、別紙１の合計金額を記載すること。
５．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（別紙１）

６．補助事業の開始及び完了予定日

（１）開始予定年月日　　　交　付　決　定　日
　（２）完了予定年月日　　　令和○○年○○月○○日
（注１）事業開始日は、交付決定日とすること。
（注２）事業完了日は、令和８年２月２７日までとすること。
（注）１．この申請書には、以下の書面を添付のこと。
　　　　（１）申請者の経理の状況及び補助事業に係る資金計画を記載した書面
　　　　（２）実施計画書その他財団が要求する書面
（３）実施体制図（別添）
２．補助金に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額
３．用紙の大きさは、Ａ４サイズとすること。
※一般財団法人新エネルギー財団の中小水力発電自治体主導型案件創出調査等支援事業費補助金は、経済産業省が定めた中小水力発電自治体主導型案件創出調査等支援事業費補助金交付要綱第3条に基づく国庫補助金を開発案件の創出に向けた事業性評価に必要な調査及び設計等を行う事業をしようとする方に交付するものです。
（別紙６）　
事業実施体制
１．補助事業の名称
２．事業実施社内体制
（１）事業者（従事者名簿）
	所属
	役職
	氏名
	役割分担
	水力経験者
	備考


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　【水力発電の関係業務に携わった経験者がいない場合】
　　　　　・

※人件費を補助対象経費として計上するかどうかにかかわらず、全ての従事者を記載すること。
※人件費を計上する場合は、事業従事者名を記載するか、別添として従事者の名簿を添付すること。
　　※業務管理責任者・経理責任者は役割分担欄にその旨を明記すること。
　　※役割分担は具体的な調査・検討項目に応じて記載すること。
　　※水力発電の業務に携わった経験の有る従事者については、水力経験者の欄に○印を記載すること。

　　　なお、経験者がいない場合には、今後、水力発電事業を進めるに当たり、助言等を求める予定があれば、申請者との関係を明記のうえ記載すること。そうでなければ、どのように実現していく計画であるかを記載すること。

（２）事業者内実施体制および役割分担

　　　　　　記載例
※申請者の組織図を基に、申請代表者、担当者の所属部署等事業の実施体制を記載すること。
※業務管理責任者と経理責任者について記載すること。

※様式第２に記載している担当者１、担当者２について記載すること。

３．請負会社選定方法

（注１）契約方式は、「入札」又は「見積合わせ」等を記載すること。

なお、契約方式は競争原理に基づく公平な方式とすること。

※申請の段階で競争入札又は三者見積を実施する必要はないため、参考見積など

　申請金額の説明が可能な資料を添付すること。
（注２）実施体制に未定の部分がある場合は、「未定」と記載すること。

（注３）補助事業者は事業者名を記載すること。
（注４）補助対象外の調査費用（外注）についても記載すること。
（注５）自社調査における調査については、人件費の計上が無い場合には記載不要です。

添付資料５
役　員　名　簿
	氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	会社名
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ
	訓練　実施
	S
	30
	03
	04
	M
	株式会社訓練
	代表取締役社長

	ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ
	東北　一郎
	S
	40
	01
	01
	M
	株式会社訓練
	常務取締役

	ｶﾝｻｲ　ﾊﾅｺ
	関西　花子
	S
	45
	12
	24
	F
	株式会社訓練
	取締役営業本部長

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記載する。
　　　また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。
添付資料１３
従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること

を表明いたします。

　従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
添付資料１３
従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること

を表明いたします。

　従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
申請者において文書番号を有する場合は、年月日の上部にその文書番号を記載すること。





申請者の住所は登記簿に登録されているとおりに記載して下さい。（郵便番号の記載は不要です）





記載のフォーマットは削除しないでください。





申請代表者





代表取締役社長


○○○○





総務部





・係長 ○○○○


（役割分担）


担当者１





・課長 ○○○○


　（経理担当）





・総務部長 ○○○○


　（経理責任者）





事業部





・事業部長 ○○○○


（業務管理責任者）





経理課





設計グループ





営業グループ





・技師 ○○○○


（役割分担）


　担当者２








・主任 ○○○○


（役割分担）





自社調査





流量調査





予算：○○○○千円





契約方式：入札


事業者：未定


地形測量





予算：○○○○千円





補助事業者


事業者名





契約方式：見積合わせ


事業者：未定


基本設計





予算：○○○○千円





【補助対象外(令和〇年度)】


契約方式：見積合わせ


事業者：未定


流量調査


予算：○○○○千円








